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総数 1778462 2011555 100
東京都 318996 348225 17.3
大阪府 209700 211394 10.5
愛知県 149612 194648 9.7
神奈川県 131038 150430 7.5
埼玉県 88993 104286 5.2
兵庫県 100935 101496 5
千葉県 82275 96478 4.8
静岡県 74422 93378 4.6
京都府 55729 54208 2.7
茨城県 45227 51026 2.5



































































































































国籍 職種 パートナーの国籍 在日年数
CN1 韓国 相談スタッフ 日本 12
CN2 日本 保健師 日本 －
CN3 ブラジル 通訳 日本 7
CN4 日本 助産師 韓国 －
CN5 中国 相談スタッフ 中国 6.5
CN6 フィリピン 相談スタッフ 日本 9
表₃．G2対象者の属性
国籍 子どもの数 パートナーの国籍 在日年数
CN1 ブラジル 1 日本 10
CN2 中国 1 日本 3
CN3 ブラジル 2 ブラジル 7
CN4 フィリピン 1 日本 7
CN5 韓国 1 日本 11
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情報提供についても、市役所や保健所等の利
用は限られており、利用者についてはすでに
ある程度の情報を持っている可能性が示唆さ
れ、学校や教会等を通じた日常の生活圏の中
での伝達経路が必要であると考えられた。
　また外国籍の母親をサービス受領者として
ではなくサービス提供者として捉え、在日年
数の長い外国籍の母親が自分の経験を伝える
ことで、より的確なサポートへ繋げていくこ
とは大きな課題といえる。少子高齢化が進む
中で、医療・福祉の分野では外国人専門職を
マンパワーとして活用しつつあるが、地域に
おいても日本人による外国人へのエンパワメ
ント、外国人同士のエンパワメント、外国人
による日本人へのエンパワメントを可能とす
るシステム作りが重要であることが考えられ
た。
Ⅴ．ま と め
　以上の調査結果を踏まえ、外国籍の母親が
安心して出産・育児を行える母子保健サービ
スシステム構築へ向けて、以下の３点を提言
する。
１）国籍、文化、日本語能力等が多様である
外国籍住民に対するサービスにおいて、
サービス提供者と受領者の意識の齟齬を無
くすために、マニュアル等の作成や職員の
研修等を通じてサービス受領者が安心して
相談できる環境を構築する。
２）外国人住民を対象とした窓口をより少な
く（可能なら１つ）にし、地域に多く居住
する国籍の職員や外国語に対応した日本人
職員を配置する。あるいは少なくとも非常
時にスムーズに相談ができる窓口を明らか
